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上場会社名 レオン自動機株式会社                       
コード番号 ６２７２                                            
（ＵＲＬ http://www.rheon.com）                                       

代 表 者 役職名 代表取締役社長 林 啓二  
問合せ先責任者 役職名 取締役総務担当 渡辺 芳夫 ＴＥＬ（０２８）６６５－１１１１ 

平成18年5月19日 決算取締役会開催日 

米国会計基準採用の有無 無 

１. １8年３月期の連結業績（平成１7年 ４月 １日 ～ 平成１8年 ３月３１日） 
(１）連結経営成績                                                    （百万円未満切捨て） 

 

(注)            ①持分法投資損益             18年3月期         ―百万円    17年3月期 ―百万円 
 ②期中平均株式数(連結)  18年3月期 28,267,050 株 17年3月期 28,299,052 株 
 ③会計処理の方法の変更 有    
 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 
 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
18年3月期 
17年3月期 

百万円 
21,546 
23,833 

百万円 
13,817 
14,353 

％ 
64.1 
60.2 

円 銭 
489.11 
506.82 

 (注)期末発行済株式数（連結）   18年  3月期    28,251,161 株   17年  3月期    28,281,484 株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 
18年3月期 
17年3月期 

百万円 
1,387 
1,617 

百万円     
△302   
△469   

百万円 
 △1,308 
  △328 

百万円 
1,305 
1,479 

(４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数  3 社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数 0 社  
(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）0 社  （除外）0 社   持分法（新規）0 社  （除外） 0 社 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１8年 ４月 １日 ～ 平成１9年 ３月３１日） 
 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 
通 期 

百万円 
      9,200 
18,500 

百万円 
400  
900 

百万円 
200 
400 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 14円 16銭 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

上場取引所          東 

本社所在都道府県     栃木県 

 売上高 営業利益 経常利益 
 

18年3月期 
17年3月期 

百万円    ％ 
17,028    7.0 
15,919    0.3 

百万円     ％ 
841     59.6 
  527     76.9 

百万円     ％ 
829        54.2 
 538         83.1 

 
当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調後 
1株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 

18年3月期 

17年3月期 

百万円  ％ 

△626   ― 

325   ― 

  円  銭 

△22.18 

10.79 

 円  銭 

― 

― 

  ％ 

△4.5 

2.3 

     ％ 

3.7 

2.3 

     ％ 

4.9  

3.4 
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１【企業集団の状況】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と子会社５社で構成され、主として食品加工機械

の開発・製造・販売を行っており、そのほか食品の製造販売の事業活動を展開しております。 

  当社グループの事業内容及び当社と関係会社の位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、 

 次のとおりであります。 

区分 主要な事業内容及び製品 主要な会社 

食品加工機械製造販売事業 食品加工機械の開発・製造・販売 
・食品成形機（万能自動包あん機、火星人、 
 ロボットＥＰ）の開発・製造・販売 
・製パンライン等（ｽﾄﾚｽﾌﾘｰ V4 ｼｽﾃﾑ、ｽﾄﾚｽﾌﾘｰ 
 VM ｼｽﾃﾑ、V4 ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ、ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ VS、  
MM ﾗｲﾝ、AD ﾗｲﾝ、HM ﾗｲﾝ、EZ ﾃｰﾌﾞﾙﾗｲﾝ、ｺﾝﾊﾟｸ
ﾄ EZ ﾃｰﾌﾞﾙ、US ﾗｲﾝ、ﾐﾆｽﾁｰﾏｰ）の開発・製造・
販売 
・修理その他（部品、技術指導料、修理工賃） 
・仕入商品（ｵｰﾌﾞﾝ、ﾐｷｻｰ、包装機等の他社よ 
 りの仕入商品） 

当社 
RHEON AUTOMATIC  
 MACHINERY GmbH 
RHEON U.S.A. 
㈱レオンアルミ 
大羽工業㈱ 
 
（会社数 5社） 

食品製造販売事業 当社の機械のモデル工場として、当社の機械及
び生産システムを使用してのクロワッサン等
の高加工度冷凍食品の製造販売 

ORANGE BAKERY,INC. 
 
（会社数 １社） 

（注）主な事業内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分は同一であります。 

 

 以上の事業系統図は次のとおりであります。 

国内                          海外 

  
製造会社 

 

 

 

※ 大羽工業㈱ 

（コンベヤ類の製造） 

（平成 12 年 9月営業停止、 

 平成 17 年 9月 30日 

株主総会決議により解散） 

※ ㈱レオンアルミ 

（アルミ鋳物の製造） 

 製造・販売会社 

 

 

 

 販売・メンテナンス会社 

 

 

 

 

 

 

  

ORANGE BAKERY,INC. 

(クロワッサン等の製造販売) 

RHEON U.S.A. 

（食品加工機械の販売） 

RHEON AUTOMATIC 

 MACHINERY GmbH 

（食品加工機械の販売） 

部品 製品 

（国内ユーザー） （海外ユーザー） 

(アジア) (卸店) 

(注)無印 連結子会社 

※ 非連結子会社で持分法非適用会社 

    
レ
オ
ン
自
動
機
株
式
会
社 
 

 

開発 

製造 

販売 

製品 
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２【経営方針】 
 
（１）経営の基本方針 
当社グループは、レオロジー（流動工学）の応用工学に基づく独自の開発技術により、常に進歩的な
新技術の開発を行い、この正しい普及により食文化の発展を通じて、「存在理由のある企業たらん」を
目標に人類繁栄に貢献することを経営の基本理念としています。 
また、株主・顧客をはじめとする企業利害関係者の信頼と期待に応え、食品工業界におけるパイオニ
ア的役割を果たすとともに、研究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。 
 
（２）利益配分に関する基本方針 
当社は、「株主への安定的な配当を行うことを最重要な経営課題」のひとつとしており、収益向上に
努力し、財務体質の強化を図りつつ、キャッシュ・フローの増大に努め、業績に対応した配当を行うこ
とを基本方針としております。なお、内部留保金につきましては、経営基盤の強化を図るため、研究開
発及び設備投資などへの資金需要に充てる方針であります。 
 
（３）目標とする経営指標 
当社は、「存在理由のある企業たらん」を基本コンセプトに掲げ、食品加工技術の開発により業務展
開を行い、株主の視点からみた収益性を重視する観点から「株主資本利益率(ROE)」を目標数値として常
に収益の改善に努め業務の効率化を計り、コスト削減意識をもって企業経営に取り組んでまいります。 
 
（４）中長期的な経営戦略 
当社グループは、経営の基本方針のとおり、食品工業界におけるパイオニア的役割を果たすとともに、
今後も研究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。 
レオロジーの応用工学に基づく誘導成形法による「和菓子や各種調理食品」の自動化生産をはじめと
し、世界の民族食の生産機械として定着した「包あん機」（食品成形機）、及び「負の応力」を利用し
た「シートからパンを作る」独自の製パン法に基づく理論により製品化した「ストレスフリー製パンシ
ステム」（製パンライン等）を、多様な消費者ニーズに対応できる製品群として、国内及び海外の食品
業界へ提案してまいります。 
一方、既存製品の標準化を推進し、技術力を高め、総原価を低減して競争力を強化するとともに新用
途の拡大を推進してまいります。 
また、３０年来のグローバル活動拠点としてのアメリカ、ヨーロッパの各グループ会社との総合力を
活かし、顧客サービスの向上と全世界の食文化の継承及び発展のため、継続的な経営効率の向上を図り、
連結重視の経営を推進してまいります。 
 
（５）会社の対処すべき課題 
国内経済は企業収益の改善等により一部では買換や新規の設備投資の増加があるもののウエイトの大
きい中小規模の企業にとっては、個人消費の伸び悩みの影響を受けております。 
一方、海外におきましては、欧米の経済は当面堅調に推移すると予想され、アジアにおいては地域差
はあるものの、当社が市場とする食品業界は食を安定的に供給することが使命であり大きな変化はない
と思われます。 
当社といたしましては、世界の民族食の生産機械として定着した包あん機(食品成形機)、及び世界特
許のストレスフリー製パンシステムのより一層の標準化により、製パンシステムの改革を図り、食品の
安全性及び高品質、低価格を可能にさせることにより機械売上拡大に取り組んでいき、世界の食文化に
貢献する生産効率の高い多品種自動生産システムを供給してまいる所存であります。特に、パン市場の
５０％を占める食パン分野に「ＶＭシステム」の各種機械で本格的な参入をいたしており、周辺機器を
含めた用途拡大等で機械に研きをかけ、利益拡大を図ります。これらの販売拡大を日本はもとより、欧
米で強力に推し進める所存であります。 
食品製造販売事業につきましては新規顧客の獲得や品質と生産性の向上、適正価格の設定により利益
体質の継続を図ると共に、当社の食品加工機械のモデル工場としての役割に努めてまいります。 
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３【経営成績および財政状態】 

（１）経営成績 

  当連結会計年度における国内経済は、企業収益の改善や設備投資の増加を背景に緩やかな回復を続けてお

り、引き続き底堅く推移していくものと見込まれておりますが、本格的な消費回復には至りませんでした。 

 当社が市場とする食品業界は、食の安全性や衛生面に対する要請の高まりや、低価格・簡便性・高品質・健

康志向の増大等の消費者ニーズの多様化、環境問題への対応、原材料の高騰による影響等多くの問題を抱えて

おります。 

 このような状況の下で当社グループは、全世界を市場とする企業特性を活かし、市場ニーズに対応するべく

機械のより一層の標準化推進と、安全性を図ると共に、レオロジー(流動工学)を基礎とする当社独自の開発技

術の製品化により、多様な消費者ニーズに対応できる製品群を国内及び海外の食品業界へ提案してまいりまし

た。食品成形機においては、主力商品の「火星人ＣＮ500型」と「２列火星人ＷＮ055型・ＷＮ056型」は和菓

子・パン業界は元より調理業界での豆腐・肉類の加工食品用としても普及いたしました。また、小スペースで

使える「都市型火星人ＣＮ010型(新機種)」は和菓子業界の新規顧客拡大に貢献いたしました。低価格のＣＮ

010型の販売増により販売台数は前年よりも増加いたしましたが、売上高は減少いたしました。製パンライン

等においては、国内ではＶシリーズの食パンラインが小規模から大手ベーカリーまで順調に販売実績をあげて

おり、また大型ピザラインの納入やペストリーラインの買替需要もあり売上に貢献いたしました。アメリカで

はアルチザンブレッド、ヨーロッパではブレッドやクッキーライン、アジアでは菓子パン、食パンラインが納

入され、それぞれの地域で前年を上回る売上となりました。 

 なお、当連結会計期間において、新たなルールに基づく棚卸資産の評価損、遊休土地の減損損失等を計上い

たしました。 

 これらの結果、売上高は 17,028百万円(前年同期比 7.0％増)、経常利益は 829百万円(前年同期比54.2％

増)、当期純損失は 626百万円となりました。 

 

 事業別のセグメントの業績は次のとおりであります。 

① 食品加工機械製造販売事業 

 ヨーロッパ、特にスペインやドイツ向けの製パンライン等やアジア向けの製パンライン等が好調だったこと

により、売上高は 14,054百万円(前年同期比 6.1％増)、営業利益は 1,762百万円(前年同期比 11.9％増)とな

りました。 

② 食品製造販売事業 

 新規顧客の開拓や大手スーパー向けの売上の増加などにより、売上高は 3,002百万円(前年同期比 9.5％増)、

営業利益は 323百万円(前年同期比 129.3％増)になりました。 

 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

企業収益改善による設備投資が拡大したことにより、売上高は 12,440百万円（前年同期比 2.3％増）、営

業利益 1,611百万円（前年同期比 4.6％増）となりました。 

② 北米 

 製パンライン等の大型受注があったことにより、売上高は 4,590百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益 

401百万円（前年同期比 68.4％増）となりました。 

③ ヨーロッパ 

 製パンライン等が市場に認知されたことによりブレッドライン、マルチコ・エクストルーダラインなどの大

型ラインの受注が増加し売上高は 2,386百万円（前年同期比 30.5％増）となり、営業利益は 25百万円（前年

同期比 32.6％増）となりました。 
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（２）財政状態 

 当連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期に比べ 174百万円減

少し、1,305百万円となりました。 

 当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、獲得した資金は1,387百万円（前年同期比 229百万円減）となりました。 

 これは、主として税金等調整前当期純利益が△120百万円、減価償却費が489百万円、退職給付引当金の

増加が134百万円、減損損失が132百万円、たな卸資産評価損が781百万円、売上債権の減少が862百万円、

たな卸資産の減少が397百万円、仕入債務の減少が770百万円、その他流動負債の増加が180百万円、法人税

等の支払額が609百万円等によるものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は 302百万円（前年同期比 166百万円減）となりました。 

 これは、主として有形固定資産の取得による支出が303百万円によるものであります。設備投資の主なも

のは、当社での建物及び構築物と運搬具等、ORANGE BAKERY,INC.での建物及び構築物と機械装置等であり

ます。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は1,308百万円（前年同期比980百万円増）となりました。 

 これは、主として短期借入金の減少837百万円、長期借入金の減少246百万円、配当金の支払額212百万円

等によるものであります。 

 

 平成15年9月期中 平成16年3月期 平成16年9月期中 平成17年3月期 平成17年9月期中 平成18年3月期 

自己資本比率 62.8％ 62.5％ 61.3％ 60.2％ 61.8％ 64.1％ 

時価ﾍﾞｰｽの自己 

資本比率 
41.8％ 42.8％ 39.3％ 45.2％ 48.6％ 61.2％ 

債務償還年数 7.9年 5.6年 5.4年 2.1年 8.0年 1.7年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･

ﾚｼｵ 
14.5 10.9 24.4 28.8 10.1 18.1 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  （株式時価総額：自己株式を除いた発行済株式×期末株価） 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

※キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローを利用しています。有利子負債は、連結貸

借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。また、利払

いについては、(中間)連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）通期の見通し 

 国内経済は企業収益の改善や設備投資の増加を背景に緩やかな回復が続くものの原油価格の高

騰により個人消費の動向には厳しさが残るものと思われます。欧州経済は製造業の受注の増加等､

景気回復局面にあると思われます。また米国経済は高い経済成長を続けてまいりましたが、今後

の経済成長の持続可能性に不透明感が強まるものと思われます。一方アジアにおいては、消費市

場としても厚みを増してきており景気は拡大していくものと思われます。  

 当社が市場とする食品業界は、原材料価格の上昇が見込まれるなど厳しい環境が予想されるも

のの、食を安定的に供給することが使命であり大きな変化はないと思われます。 

 食品加工機械製造販売事業につきましては、世界の民族食の生産機械として定着した包あん機

（食品成形機）、及び世界特許のストレスフリー製パンシステムの一層の標準化により、製パン

システムの改革を図り、食品の安全性及び高品質・低価格を可能にさせることにより機械売上拡

大に取り組んでいき、世界の食文化に貢献する生産効率の高い多品種自動生産システムを供給し

てまいる所存であります。 

 食品製造販売事業につきましては、新規顧客の獲得や品質と生産性の向上,適正価格の設定によ

り利益体質の継続を図るとともに、カリフォルニアの工場では全米に食パンを販売し、当社の食

品加工機械のモデル工場としての役割に努めてまいります。 

 通期の業績予想につきましては、売上高 18,500百万円、経常利益 900百万円、当期純利益 400

百万円を見込んでおります。 
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  連結財務諸表等 

  連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 
 

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   1,479,370   1,315,377   △163,992 

 ２ 受取手形及び売掛金   4,001,886   3,129,585   △872,301 

 ３ たな卸資産   5,059,189   3,956,915   △1,102,273 

 ４ 繰延税金資産   710,609   511,566   △199,042 

 ５ その他   270,351   302,971   32,620 

   貸倒引当金   △51,271   △42,831   8,439 

   流動資産合計   11,470,134 48.1  9,173,584 42.6  △2,296,550 

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物及び構築物  9,270,653   9,502,925   232,271  

    減価償却累計額  5,712,750 3,557,903  5,961,679 3,541,245  248,929 △16,657 

  (2) 機械装置及び運搬具  5,988,108   6,265,362   277,254  

    減価償却累計額  5,047,309 940,798  5,351,183 914,179  303,873 △26,619 

  (3) 工具器具備品  1,943,213   1,803,976   △139,236  

    減価償却累計額  1,722,343 220,869  1,620,841 183,134  △101,501 △37,735 

  (4) 土地 ※３  5,345,875   5,260,683   △85,191 

  (5) 建設仮勘定   54,177   66,206   12,029 

   有形固定資産合計   10,119,624 42.5  9,965,449 46.2  △154,174 

 ２ 無形固定資産   90,786 0.4  76,358 0.4  △14,428 

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※１  631,025   870,259   239,234 

  (2) 長期貸付金   264,046   264,616   569 

  (3) 繰延税金資産   1,145,578   988,337   △157,241 

  (4) その他   394,056   482,975   88,919 

    貸倒引当金   △281,601   △275,056   6,544 

    投資その他の資産合計   2,153,105 9.0  2,331,132 10.8  178,026 

   固定資産合計   12,363,516 51.9  12,372,940 57.4  9,424 

   資産合計  23,833,650 100.0  21,546,524 100.0  △2,287,125 
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前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び買掛金   1,235,737   467,536   △768,201 

 ２ 短期借入金   3,055,514   2,218,934   △836,580 

 ３ 未払法人税等   370,209   32,640   △337,569 

 ４ 賞与引当金   474,815   517,827   43,011 

 ５ その他   981,838   1,097,386   115,548 

   流動負債合計   6,118,115 25.7  4,334,325 20.1  △1,783,790 

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金   274,700   134,950   △139,750 

 ２ 繰延税金負債   120,307   141,778   21,471 

 ３ 再評価に係る繰延税金負債 ※３  875,720   840,241   △35,478 

 ４ 退職給付引当金   1,243,959   1,378,664   134,704 

 ５ 役員退職慰労引当金   847,247   898,736   51,489 

   固定負債合計   3,361,934 14.1  3,394,371 15.8  32,437 

   負債合計   9,480,050 39.8  7,728,696 35.9  △1,751,353 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※４  7,351,750 30.9  7,351,750 34.1  ― 

Ⅱ 資本剰余金   7,060,750 29.6  7,060,750 32.8  ― 

Ⅲ 利益剰余金   6,015,269 25.2  5,054,951 23.4  △960,318 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △5,317,103 △22.3  △5,215,780 △24.2  101,323 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   31,209 0.1  179,838 0.8  148,628 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △753,484 △3.2  △566,248 △2.6  187,236 

Ⅶ 自己株式 ※５  △34,789 △0.1  △47,431 △0.2  △12,642 

   資本合計   14,353,600 60.2  13,817,828 64.1  △535,772 

   負債資本合計  23,833,650 100.0  21,546,524 100.0  △2,287,125 
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② 連結損益計算書 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高   15,919,182 100.0  17,028,847 100.0  1,109,665 

Ⅱ 売上原価 ※１  8,050,271 50.6  8,776,303 51.5  726,031 

   売上総利益   7,868,910 49.4  8,252,544 48.5  383,633 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 広告宣伝費  247,997   236,050   △11,946  

 ２ 荷造・運賃  448,367   485,853   37,485  

 ３ 販売手数料  320,519   367,983   47,463  

 ４ 給与・手当  2,462,876   2,459,983   △2,892  

 ５ 貸倒引当金繰入額  12,841   －   △12,841  

 ６ 賞与引当金繰入額  241,685   268,213   26,527  

 ７ 退職給付引当金繰入額  283,425   288,998   5,572  

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額  52,960   51,489   △1,470  

 ９ 旅費・交通費  421,764   439,987   18,223  

 10 減価償却費  231,933   234,385   2,451  

 11 研究開発費 ※２ 805,227   765,475   △39,751  

 12 その他  1,812,018 7,341,615 46.1 1,812,430 7,410,849 43.5 412 69,234 

   営業利益   527,295 3.3  841,694 5.0  314,399 

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息  10,562   9,275   △1,286  

 ２ 受取配当金  －   14,359   14,359  

 ３ 廃品処分収入  14,294   15,717   1,423  

 ４ 為替差益  11,209   31,261   20,051  

 ５ その他  78,691 114,758 0.7 51,950 122,564 0.7 △26,741 7,805 

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息  59,916   79,375   19,459  

 ２ 貸倒引当金繰入額  8,800   3,800   △5,000  

 ３ たな卸資産廃却損  33,686   43,854   10,167  

 ４ その他  1,378 103,780 0.6 7,416 134,446 0.8 6,038 30,665 

   経常利益  538,273 3.4  829,812 4.9  291,539 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅵ 特別利益          

 １ 貸倒引当金戻入益  ―   18,593   18,593  

 ２ 固定資産売却益 ※３ 2,658   1,361   △1,296  

 ３ 投資有価証券売却益  ― 2,658 0.0 4,268 24,224 0.1 4,268 21,565 

Ⅶ 特別損失          

 １ たな卸資産評価損  ―   781,643   781,643  

 ２ 固定資産売却損 ※４ 2,110   1,672   △437  

 ３ 固定資産除却損 ※５ 9,913   31,848   21,934  

 ４ 減損損失  ―   132,005   132,005  

 ５ その他  ― 12,024 0.1 27,238 974,409 5.7 27,238 962,384 

   税金等調整前当期純利益 

   又は当期純損失(△) 
  528,907 3.3  △120,372 △0.7  △649,279 

   

法人税、住民税 

   及び事業税 

   

 395,045   270,827   △124,218  

   過年度法人税、住民税 

   及び事業税 
 △1,138   ―   1,138  

   法人税等調整額  △190,529 203,378 1.3 235,730 506,558 3.0 426,260 303,180 

   当期純利益  

   又は当期純損失(△) 
 325,529 2.0  △626,930 △3.7  △952,459 
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③ 連結剰余金計算書 
 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,060,750  7,060,750  ― 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   7,060,750  7,060,750  ― 

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,902,050  6,015,269  113,218 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

当期純利益 

又は当期純損失(△) 
 325,529 325,529 △626,930 △626,930 △952,459 △952,459 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １ 配当金  212,310  212,064  △246  

 ２ 役員賞与  ―  20,000  20,000  

 ３ 土地再評価差額金 

取崩額 
 ― 212,310 101,323 333,387 101,323 121,077 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  6,015,269  5,054,951  △960,318 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

注No. 前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 注No. 当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

  

 (1) 投資有価証券(株式) 42,968千円 

  
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

  

 (1) 投資有価証券(株式) 18,750千円 

  
 

 ２ 保証債務  ２ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、次のとおり債務保証を行っております。 

レオン自動機㈱社員会 28,961千円 

  
 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、次のとおり債務保証を行っております。 

レオン自動機㈱社員会 14,029千円 

㈱レオンアルミ        1,000千円 

  
 

※３ 当社は、「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布 法律第34号)に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に、これを減算した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しておりま

す。 

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律

施行令」(平成10年３月31日公布 政令第119

号)第２条第３号に定める固定資産税評価額に

合理的な調整を行って算定する方法によって

算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と 

 再評価後の帳簿価額との差額 △690,450千円 

 

※３ 当社は、「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布 法律第34号)に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に、これを減算した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しておりま

す。 

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律

施行令」(平成10年３月31日公布 政令第119

号)第２条第３号に定める固定資産税評価額に

合理的な調整を行って算定する方法によって

算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と 

 再評価後の帳簿価額との差額 △808,695千円 

 

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式28,392千株

であります。 

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式28,392千株

であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式110千

株であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式140千

株であります。 
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(連結損益計算書関係) 
 

注No. 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

注No. 
当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産に関する評価減

額は、88,978千円であります。 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産に関する評価減

額は、198,304千円であります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、805,227千

円であります。 

なお、当期製造費用には含まれておりません。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、765,475千

円であります。 

なお、当期製造費用には含まれておりません。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 1,417千円 

 工具器具備品 1,240千円 

 計 2,658千円 
 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 1,163千円 

 工具器具備品 198千円 

 計 1,361千円 
 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  機械装置及び運搬具 1,835千円 

 工具器具備品 275千円 

 計 2,110千円 
 

  機械装置及び運搬具 1,426千円 

 工具器具備品 246千円 

 計 1,672千円 
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  建物及び構築物 875千円 

 機械装置及び運搬具 7,754千円 

 工具器具備品 1,283千円 

 計 9,913千円 
 

  建物及び構築物 1,989千円 

 機械装置及び運搬具 20,212千円 

 工具器具備品 9,646千円 

 計 31,848千円 
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,479,370千円 

現金及び現金同等物 1,479,370千円 
  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,315,377千円 

預入期間が3ヵ月を超える定期預金   △10,027千円 

現金及び現金同等物 1,305,350千円 
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1 借主側 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

1 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 工具器具備品 

取得価額相当額 47,128千円

減価償却累計額相当額 27,233千円

期末残高相当額 19,894千円

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 工具器具備品 

取得価額相当額 47,128千円

減価償却累計額相当額 35,652千円

期末残高相当額 11,475千円

同  左 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,419千円

１年超 11,475千円

  合計 19,894千円

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,369千円

１年超 5,105千円

  合計 11,475千円

同  左 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8,419千円 

減価償却費相当額 8,419千円 
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8,419千円 

減価償却費相当額 8,419千円 
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算定しております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 


